
様式第１号（第６条関係） 

（第一面） 

  令和〇年 〇月 〇日 

広 島 市 長 様 

 

申請者 

住所  広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号 

 

氏名  広島 太郎 

 

電話  ０８２（ ５０４ ）２２９２     

 

 

広島市住宅耐震改修等補助金交付申請書 

 

 

令和７年度広島市住宅耐震改修等補助事業について、補助金の交付を受けたいので、広島市住宅耐震改修等補

助事業実施要綱第６条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

                               

記 

１ 補助対象事業 

  ☑耐震改修事業  □現地建替え事業  □非現地建替え事業  □除却事業 

 

２ 交付申請額 

  金  １，１５０，０００  円 

 

３ 補助対象事業に要する費用の見積額（税抜き金額） 

  金 ２５，０００，０００  円 

 

４ 補助対象事業の予定期間 

着手予定年月日    令和〇年 〇月 〇日 

完了予定年月日    令和〇年 〇月 〇日 

 

５ 補助対象住宅の概要 

所在地（地名地番）  

用途・規模 

☑一戸建ての住宅   （床面積：１５０．００  ㎡） 

□併用住宅      （床面積：        ㎡） 

（住宅以外の部分の床面積：        ㎡） 

（住宅以外の部分の用途：          ） 

建築年月日（着工） １９７７ 年（昭和 ５２ 年）  １０月   １日 

階数 階数： 地上 ２  階 ・ 地下     階 

構法 ☑木造在来軸組構法     □伝統的構法 

申請者 ☑居住者          □居住予定者 

☑耐震診断による上部構造評点（最小値） 

□簡易耐震診断による評点の合計（耐震改修事業以外の場合に限る。） 
０．５  点 

 

記入例 

３の見積額に各補助対象事業の補助率 

（耐震改修事業・現地建替え事業：８０％、 

非現地建替え事業・除却事業：２３％）を乗じ、 

千円未満を切り捨てた額又は各補助対象事業の上限額の 

いずれか小さい方を記入してください。 

税抜き金額を記入してください。 



 

（第二面） 

 

６ 補助対象事業の概要 

※耐震改修事業の場合のみ記入してください。 

耐
震
診
断
実
施
者 

氏名 広島 次郎 

建築士登録番号 〇〇〇〇〇 

所
属
す
る 

建
築
士
事
務
所 

事務所名 〇〇 設計事務所 

代表者名 広島 三郎 

登録番号 〇〇 知事 登録 〇〇 第  〇〇〇〇  号  

所在地 〇〇県 〇〇市 〇〇町 〇〇 

電話番号 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇 

設
計
者 

氏名 広島 花子 

建築士登録番号 〇〇〇〇〇 

所
属
す
る 

建
築
士
事
務
所 

事務所名 〇〇 設計事務所 

代表者名 広島 三郎 

登録番号 〇〇 知事 登録 〇〇 第  〇〇〇〇  号  

所在地 〇〇県 〇〇市 〇〇町 〇〇 

電話番号 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇 

工
事
監
理
予
定
者 

氏名 広島 花子 

建築士登録番号 〇〇〇〇〇 

所
属
す
る 

建
築
士
事
務
所 

事務所名 〇〇 設計事務所 

代表者名 広島 三郎 

登録番号 〇〇 知事 登録 〇〇 第  〇〇〇〇  号  

所在地 〇〇県 〇〇市 〇〇町 〇〇 

電話番号 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇 

 

 

 

 

 

 

記入例 



 

（第三面） 

 

７ 添付書類一覧表 

※添付した図書の□に☑してください。 

共通 

⑴ 
住民票の写し 

（世帯全員の氏名及び世帯主との続柄の記載のあるものに限る。） 
☑ 

⑵ 補助対象住宅に係る登記事項証明書その他当該住宅の所有者が分かるもの ☑ 

⑶ 
補助対象住宅に係る建築確認通知書の写しその他当該住宅の建築年月日が分か

るもの 
☑ 

⑷ 耐震診断の結果報告書の写し ☑ 

⑸ 
世帯の主たる生計維持者の納税証明書（市税について滞納がない旨の証明書）又

はその写し 
☑ 

⑹ 
世帯の主たる生計維持者の市民税・県民税課税台帳記載事項証明書（所得証明

書）又はその写し 
☑ 

⑺ 補助対象住宅の現況写真 ☑ 

⑻ 補助対象事業に要する費用の見積書又はその写し ☑ 

⑼ 補助金の交付申請に係る誓約書 ☑ 

⑽ 補助対象住宅の事業計画書（全体工程表、付近見取図及び配置図） ☑ 

⑾ 
広島市木造住宅耐震診断費補助金額確定通知書の写し 

（⑴～⑷までに掲げる書類の添付を省略する場合に限る。） 
□ 

⑿ 
戸籍謄本その他所有者と居住者の親族関係が分かるもの 

（所有者と居住者が異なる場合に限る。） 
□ 

⒀ その他（ 委任状                        ） ☑ 

 

現地建替え事業 

非現地建替え事業 

除却事業 

ブロック塀に係る書類 

 ・外観写真 

 ・ブロック塀の倒壊の危険性の有無と改善方法を示すもの（建築士が

作成したものに限る。） 

□ 

 

※⑾の広島市木造住宅耐震診断費補助金額確定通知書（以下、耐震診断費補助金確定通知書という。）の写しを添

えて添付書類⑴～⑷を省略する場合、以下の内容を確認して該当している場合は、チェックを入れてください。 

□ 耐震診断費補助金確定通知書の日付が、本年度又は昨年度である。 

□ 添付書類⑴～⑷の記載内容に変更がない。 

 
 

記入例 

委任状等が必要な場合は記入

してください。 


